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⚫ 全体として経常収益・費用は約1.5倍に増加。
＜経常収益＞
⚫ 最も大きな増要因は附属病院収益で、約2.2倍に増加（6,245億円→14,148億円）。
⚫ 外部資金等は約4.3倍に増加（1,718億円→7,521億円）しており、企業等からの受託研究・共同研究など全般的に

獲得金額が増加、寄附金は受入件数は約2.0倍、受入額は約1.8倍に増加。
＜経常費用＞
⚫ 収益増に比例して、診療経費は約2.1倍に増加（7,235億円→15,844億円）。
⚫ 受託研究費等は約3.0倍に増加（1,082億円→3,337億円）。また、教育経費や研究経費も増加。
⚫ 一方、一般管理費等は微減となっている。
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【 経常収益 】

運営費交付金収益 学生納付金収益 雑収入等 外部資金等（補助金収益、受託研究収益等、寄附金収益、研究関連収益） 資産見返戻入※ 附属病院収益

(単位：億円)

10,098

(42%)

10,380

(28%)

1,836

(8%)

1,829

(5%)

1,039

(4%)

1,849

(5%)

2,332

(10%)

3,449

(9%)

1,082

(5%)

3,337

(9%)

7,235

(31%)

15,844

(44%)

23,622 

36,688 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

H16

R6

【 経常費用 】

人件費（附属病院以外） 一般管理費等 教育経費 研究経費 受託研究費等 診療経費（附属病院の人件費含む）

※  資産見返負債戻入（資産の減価償却に伴い償却費と同額を計上する収益）が令和４年度より０となっているのは、会計基準の改訂によるもの

経常収益・費用やその内訳の変化について（全体の傾向）
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国立大学法人運営費交付金の基本的な考え方
【基本的考え方】

● 国は、各国立大学法人が6年間の中期目標期間を、中期目標・中期計画に沿って、着実に教育研究を展開し
得るよう、基盤的経費として運営費交付金を措置。

● 「運営費交付金算定ルール」は中期計画に記載する6年間の予算の大枠を算定するためのものであり、これ
によって各事業年度の予算額が決定するものではない。

【ポイント】

Ⅰ．渡し切りの運営費交付金を措置
各法人は、人件費・物件費を含めて「渡し切り」で措置された運営費交付金と授業料収入等の自己収入の見込額を合

わせた予算の範囲で、自ら経営を判断。

Ⅱ．外部資金等の増減は交付金算定に反映させない
受託研究収入などの外部資金獲得等により資金の増額が図られた場合には、交付金を減額せず、各法人の増収努力を

考慮。

Ⅲ．各大学のミッションの実現・加速化を支援（ミッション実現加速化経費）
第3期の「機能強化経費」を見直し、「ミッション実現加速化経費」を新設し、各大学が担う特有のミッションの実現

やその加速化のために必要な取組を支援するとともに、社会的なインパクトの創出に向けた戦略的な強化を支援。

Ⅳ．ミッション実現加速化係数の設定
第3期の「機能強化促進係数」を見直し、各大学のミッションの実現・加速化に向けた取組を支援することを目的とし

て「ミッション実現加速化係数」により一定の財源を確保した上で、各大学の組織改革や設備整備等の支援を実施。
ただし、国立大学の教育研究の特性に配慮し、教育研究の基幹的部分（設置基準上必要とされる専任教員の給与費相当

額等）及び学長裁量経費は同係数対象外。

Ⅴ．マネジメント改革の推進
教育研究の活性化、新たに各大学の強み・特色となる分野の醸成、学長を支援する体制の強化など、業務運営の改善

を図ることを目的として第3期に引き続き「学長裁量経費」を設定。

「ミッション実現加速化係数」は令和8年度予算案において廃止
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１,１５７億円

特殊要因運営費交付金
７６６億円

基幹運営費交付金
（基幹経費）
９，０４８億円

基幹運営費交付金
（ﾐｯｼｮﾝ実現加速化経費）

成果を中心とする

実績状況に基づく配分

１,０００億円

国立大学法人運営費交付金：１０，９７１億

＜Ｈ１６＞

・ 法人化前の学生数・教員数の規模等を踏まえ、

引き続き従来の教育研究を行うための必要な額を計上

＜Ｈ１７～＞

・ 前年度の算定をベースに設定

・退職手当等の義務的経費

・各大学のミッションを踏まえた組織改革や設備整

備、共同利用・共同研究等を支援

国立大学法人運営費交付金の構造（令和８年度 予算（案））

毎年度、各大学の「基
幹経費」から財源を拠
出（▲100億円程度）し、
「ミッション実現加速化
経費」に充当する仕組み
※令和8年度予算案に

おいて廃止
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ﾐｯｼｮﾝ実現加速化経費

➢ ミッション実現に向けた
戦略等を支援

➢ 高等教育共通政策課
題対応を支援

第４期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の概要

特殊要因経費

➢ 教職員の退職手
当等、国が措置
すべき義務的経
費

基幹経費

➢ 人件費や光熱水料など、国立大学（附属学校、附置研究所等を含む）
の教育研究を実施する上で必要となる最も基盤的な経費

国立大学全体として教育研究の成果を最大化し、各大学の意
識改革を促すことを目的とした、「ミッション実現加速化係数」によ
り一定の財源を確保した上で、各大学の組織改革や設備整備
等に対する支援を「ミッション実現加速化経費」として配分
【係数設定】
成果を中心とする実績状況に基づく配分のグループごとに以下のとおり設定
グループ①：▲1.2% グループ②：▲0.8% グループ③：▲1.0%
グループ④：▲1.6% グループ⑤：▲1.6%

設置基準教員
給与費相当額等

学長裁量
経費

成果を中心とする
実績状況に基づく配分

各大学の行動変容や経営改善に向けた努力を促すとともに、
国立大学への公費投入・配分の適切さを示すため、教育研究
活動の実績、成果等を客観的に評価しその結果に基づき配分
【配分対象経費】1,000億円
【配分率】75%～125% ※指定国立大学は70%～130%

【評価グループ】規模や組織体制などにより６つにグループ分け
【配分指標】アウトカム重視への指標へ見直すとともに、大学の改革努力を反
映する要素を加味 （令和４年度予算時点）

「設置基準教員給与費相当額等」及び
「学長裁量経費」については、
ミッション実現加速化係数の対象外

自己収入（授業料収入等）
➢ 収容定員や実績に基づき予め見積もり
➢ 受託研究収入等の外部資金増加は交付金算定に反

映させず、大学の増収努力を考慮

運営費交付金対象事業費から自己収入を差し引いた額を交付額とする

国 立 大 学 法 人 運 営 費 交 付 金

特殊要因
運営費交付金ミッション実現

加速化経費分

運営費交付金対象事業費（教育研究の確実な実施に必要な支出額）

基幹経費分

基幹運営費交付金

人件費・物件費の区分のない「渡し切り」

交付額決定

令
和
8

年
度
予
算
案
に
お
い
て
廃
止
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第４期中期目標期間の国立大学法人運営費交付金におけるグループ分けについて

グループ1
（28大学）

主として、地域に貢献する取組とともに、専門分野の
特性に配慮しつつ、強み・特色のある分野で世界･全
国的な教育研究を推進する取組を中核とする国立大
学のうち、附属病院を有する国立大学

旭川医科大学、弘前大学、秋田大学、山形大学、群馬大学、新潟大学、富山大学、福井大学、山梨大

学、信州大学、岐阜大学、浜松医科大学、三重大学、滋賀医科大学、鳥取大学、島根大学、山口大学、

徳島大学、香川大学、愛媛大学、高知大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、

鹿児島大学、琉球大学

グループ2
（27大学）

主として、地域に貢献する取組とともに、専門分野の
特性に配慮しつつ、強み・特色のある分野で世界･全
国的な教育研究を推進する取組を中核とする国立大
学のうち、附属病院を有しない国立大学

北海道教育大学、室蘭工業大学、小樽商科大学、帯広畜産大学、北見工業大学、岩手大学、宮城教

育大学、福島大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、横浜国立大学、長岡技術科学大学、上越教育

大学、静岡大学、愛知教育大学、名古屋工業大学、豊橋技術科学大学、滋賀大学、京都教育大学、京

都工芸繊維大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、和歌山大学、鳴門教育大学、福岡

教育大学

グループ3
（14大学）

主として、専門分野の特性に配慮しつつ、強み・特色
のある分野で地域というより世界･全国的な教育研究
を推進する取組を中核とする国立大学

筑波技術大学、東京外国語大学、東京学芸大学、東京芸術大学、東京海洋大学、お茶の水女子大学、

電気通信大学、奈良女子大学、九州工業大学、鹿屋体育大学、政策研究大学院大学、総合研究大学

院大学、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大学

グループ4
（9大学）

主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍
して、全学的に卓越した教育研究、社会実装を推進
する取組を中核とする国立大学のうち、指定国立大
学

東北大学、筑波大学、東京大学、東京科学大学、一橋大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、

九州大学

グループ5
（7大学）

主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍
して、全学的に卓越した教育研究、社会実装を推進
する取組を中核とする国立大学

北海道大学、千葉大学、東京農工大学、金沢大学、神戸大学、岡山大学、広島大学

グループ6
（4機構）

研究基盤の共同利用や、大学の枠を越えたネットワー
ク化を推進する大学共同利用機関 人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情報・システム研究機構

※「ミッション実現加速化係数」（令和8年度予算案より廃止予定）、「成果を中心とする実績状況に基づく配分」に活用
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国立大学法人運営費交付金「成果を中心とする実績状況に基づく配分」について

・国立大学における教育研究の更なる質の向上や経営改善に向けた一層の努力を促すため、教育研究活動の

実績・成果等を客観的に評価し、その結果に基づく配分を実施。

・国立大学の教育研究活動の継続性・安定性とのバランスに留意しつつ、教育研究の更なる質の向上を図る。

配分の趣旨

令和７年度予算における配分の概要

【教育】
170億円博士号授与の状況

大学教育改革に向けた取組の実施状況教
育

常勤教員当たり研究業績数

運営費交付金等コスト当たりTOP10％論文数
（グループ④～⑥）

若手研究者比率

会計マネジメント等改革状況
（ダイバーシティ環境醸成の状況等を含む）

経
営

寄附金等の経営資金獲得実績経
営

人事給与マネジメント改革状況

常勤教員当たり科研費獲得額・件数

研
究

卒業・修了者の就職・進学等の状況

教
育

経
営

常勤教員当たり受託・共同研究等受入額

60億円

60億円

50億円

100億円

115億円

155億円

100億円

100億円

40億円

70億円

150億円

教
育

【研究】
470億円

【経営】
360億円

新規採用教員に占める

若手研究者比率を加味

※  「伸び」を加味

※

※

※

【配分指標】【配分対象経費・配分率】

研
究

研
究

研
究 経

営

研
究 経

営

※

配分対象経費： 1,000億円
                               (基幹経費に設定)

配 分 率： 75％～125％

（指定国立大学は70％～130％）

※令和６年度予算と同額・同率

※各大学の改革努力を適切に反映する

ため、研究の指標を中心に「実績」

に加え「伸び」を加味
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1
（2グループ3
（14大学）

（2グループ3
（14大学）

グループ1
（28大学）

評価対象経費：233億円
⇒グループ内での再配分

グループ2
（27大学）

評価対象経費：96億円

グループ3
（14大学）

評価対象経費：53億円

グループ4
（9大学）

評価対象経費：402億円

グループ5
（7大学）

評価対象経費：146億円

グループ6
（4機構）

評価対象経費：71億円

評価対象経費：1,000億円

⇒基幹経費（係数対象経費）の一定割合を、組織改革や
基盤設備への支援財源として拠出

グループ1（28大学）

係数拠出率：▲1.2%
▲24億円

グループ2（27大学）

係数拠出率：▲0.8%
▲6

グループ3（14大学）

係数拠出率：▲1.0%
▲5

グループ4（9大学）

係数拠出率：▲1.6%
▲45

グループ5（7大学）

係数拠出率：▲1.6%
▲16

グループ6（4機構）

係数拠出率：▲1.6%

ミッション実現加速化
係数対象経費

グループ1
（28大学）

係数拠出率：▲1.2%

グループ2
（27大学）

係数拠出率：▲0.8%

グループ3
（14大学）

係数拠出率：▲1.0%

グループ4
（9大学）

係数拠出率：▲1.6%

グループ5
（7大学）

係数拠出率：▲1.6%

グループ6
（4機構）

係数拠出率：▲1.0%

第4期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の再配分の仕組み

設置基準教員
給与費相当額等

学長裁量
経費

「設置基準教員給与費相当額等」及び
「学長裁量経費」については、
ミッション実現加速化係数の対象外

ミッション実現加速化
係数対象外経費

※各グループの評価対象経費は、令和７年度予算編成における金額

基幹経費 ミッション実現加速化経費

成果を中心とする
実績状況に基づく配分

※各グループの係数拠出率は、第4期中期目標期間中は固定

・組織改革
・基盤設備

特殊要因経費

再配分財源：毎年度100億円程度（各法人から拠出）

⇒「ミッション実現加速化係数対象経費」のシェア率により、各
  法人の評価対象経費を算定

係数拠出財源については、成果等を踏まえ、基幹経費に戻すことを検討

令
和
8

年
度
予
算
案
に
お
い
て
廃
止
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➢ ミッション実現に向
けた戦略等を支援

➢ 高等教育共通政
策課題対応を支援

A大学における運営費交付金の流れ
～ R6予算における「共通指標」と「ミッション実現加速化係数」の財源拠出と再配分の流れ ～

設置基準教員
給与費相当額等

学長裁量
経費

成果を中心とする
実績状況に基づく配分

▲40億円

設置基準教員
給与費相当額等

学長裁量
経費

成果を中心とする
実績状況に基づく配分

37.7億円
（再配分結果 ▲2.2億円）

＜R６再配分前＞
財源拠出を伴う経費の再配分前

ﾐｯｼｮﾝ実現
加速化係数

影響額
▲4.5億円

ﾐｯｼｮﾝ実現加速化経費
（19億円）

基幹経費
（435億円） 特殊要因経費

（23億円）

基幹経費
（429億円）

ﾐｯｼｮﾝ実現加速化経費
（25億円）

特殊要因経費
（23億円）

組織改革 3.5億円
基盤設備 3.1億円

計 6. 6億円
（係数比 ＋2.1億円）

・ミッション実現加速化係数により拠出した
財源（全体：約102億円）を再配分

＜R６再配分後＞

・全法人のミッション実現加速化係数対象経費に占める
A大学の同経費のシェア率×1,000億円＝拠出額 40億円

・グループ⑤の拠出総額（約146億円）をグループ⑤の中で再配分
→ 再配分結果：37.7億円

＜R６運営費交付金＞

自己収入（授業料収入等）
（121億円）

国 立 大 学 法 人 運 営 費 交 付 金 （355億円）

特殊要因
運営費交付金
（23億円）

ミッション実現
加速化経費分
（25億円）

基幹経費分
（306億円）

基幹運営費交付金
➢ 収容定員や実績に基づき予め見

積もり
➢ 受託研究収入等の外部資金増

加は交付金算定に反映させず、
大学の増収努力を考慮

➢ 教職員の退職手
当等、国が措置
すべき義務的経
費

➢ 共同利用・共同研
究支援：3.0億円

➢ 数理・データサイエン
ス・AI教育強化

：0.9億円

等

※四捨五入により計が一致しない場合がある

ﾐｯｼｮﾝ実現加速化係数対象経費(280億)ﾐｯｼｮﾝ実現加速化係数対象外経費(155億)

×▲1.6%
(グループ⑤)

8



10,9712026(R8)

2025(R7)

2024(R6)

2023(R5)

2022(R4)

2021(R3)

2020(R2)

2019(R1)

2018(H30)

2017(H29)

2016(H28)

2015(H27)

2014(H26)

2013(H25)

2012(H24)

2011(H23)

2010(H22)

2009(H21)

2008(H20)

2007(H19)

2006(H18)

2005(H17)

2004(H16) 12,416

11,695

国立大学法人運営費交付金予算額の推移
（単位：億円）

(注1)グラフは当初予算額の推移。

(注2)令和8年度予算案には、国立大学経営改革促進事業からの組替(53億円)を含む。

(注3)令和7年度補正予算において、国立大学法人運営費交付金421億円及び国立大学法人設備整備費補助金66億円の合計486億円を計上。

12,317
12,215

11,813
12,044

11,528

10,784

11,366

11,585

10,792
11,123

10,971
10,945
10,945

10,971
10,971

10,807

10,786
10,790

10,784
10,784

（案）

東日本大震災による国家公務員
給与減額支給措置の終了に伴う増
額（+331億円増）

唯一の実質増（+25億円増）

修学支援新制度の開始
（授業料等減免分を内閣府に計上）

当初予算案
+188億円増

令和７年度補正
421億円

9



（参考）国立大学法人運営費交付金等予算額の推移（区分別）【H16～H27】

〔平成25年度運営費交付金予算額  １兆７９２億円【対前年度５７４億円減（▲５．１％減）】〕（※うち給与臨時特例法等の影響額：▲４２５億円（▲３．７％減）

〔平成26年度運営費交付金予算額  １兆１,１２３億円【対前年度３３１億円増（３．１％増）】〕

〔平成27年度運営費交付金予算額  １兆９４５億円【対前年度１７７億円減（１．６％減）】〕

〔平成22年度運営費交付金予算額  １兆１,５８５億円【対前年度▲１１０億円減（▲０.９％減）】〕

〔平成23年度運営費交付金予算額  １兆１,５２８億円【対前年度▲５８億円減（▲０．５％減）】〕

〔平成24年度運営費交付金予算額  １兆１,３６６億円【対前年度１６２億円減（▲１．４％減）】〕

〔平成19年度運営費交付金予算額  １兆２,０４３億円【対前年度▲１７１億円減（▲１.４％減）】〕

〔平成20年度運営費交付金予算額  １兆１,８１３億円【対前年度▲２３０億円減（▲１.９％減）】〕

〔平成21年度運営費交付金予算額  １兆１,６９５億円【対前年度▲１１８億円減（▲１.０％減）】〕

〔平成16年度運営費交付金予算額  １兆２,４１５億円〕

〔平成17年度運営費交付金予算額  １兆２,３１７億円【対前年度▲９８億円減（▲０.８％減）】〕

〔平成18年度運営費交付金予算額  １兆２,２１４億円【対前年度▲１０３億円減（▲０.８％減）】〕

▲１１８億円減

教 育 研 究 経 費 相 当 分
９,５５８億円

（対前年度▲９１億円減）

特別教育研究経費
７４１億円

教 育 研 究 経 費 相 当 分
９，７８５億円

特別教育研究経費
７８１億円

（対前年度▲１９億円減）

教 育 研 究 経 費 相 当 分
９,５１７億円

（対前年度▲４１億円減）

特別教育研究経費
７８６億円

（対前年度４５億円増）

教 育 研 究 経 費 相 当 分
９，６４９億円

（対前年度▲１３６億円減）

特別教育研究経費
８００億円

（対前年度１４億円増）

特別教育研究経費
７９０億円

（対前年度９億円増）

教 育 研 究 経 費 相 当 分
９,４２７億円

（対前年度▲９０億円減）

▲９８億円減

▲１０３億円減

▲１７１億円減

▲２３０億円減

特 殊 要 因 経 費
１,３０５億円

特 殊 要 因 経 費
１,３７８億円

（対前年度▲５３億円減）

特 殊 要 因 経 費
１,３８３億円

（対前年度７８億円増）

特 殊 要 因 経 費
１,４３１億円

（対前年度４８億円増）

特 殊 要 因 経 費
１,２８８億円

（対前年度▲９０億円減）

特別教育研究経費
８６３億円

（対前年度７３億円増）

教 育 研 究 経 費 相 当 分
９,４５９億円

（対前年度３２億円増）

特 殊 要 因 経 費
１,１６６億円

（対前年度▲１２２億円減）

特別運営費交付金
８７３億円

（対前年度１０億円増）

一 般 運 営 費 交 付 金
９，３７１億円

（対前年度▲８８億円減）

特殊要因運営費交付金
１，１５４億円

（対前年度▲１２億円減）

附属病院
診療相当分
５８４億円

附属病院
診療相当分
４９９億円
（対前年度

▲８５億円減）

附属病院
診療相当分
４２５億円
（対前年度

▲７４億円減）

附属病院
診療相当分
３６７億円
（対前年度
▲58億円減）

附属病院
診療相当分
３０８億円
（対前年度

▲59億円減）

附属病院
診療相当分
２０７億円
（対前年度

▲101億円減）

附属病院
運営費交付金
１８７億円
（対前年度
▲20億円減）

特別運営費交付金
１，０００億円

（対前年度９０億円増）

一 般 運 営 費 交 付 金
９，３０４億円

（対前年度▲６７億円減）

特殊要因運営費交付金
９９９億円

（対前年度▲１１３億円減）

▲１１０億円減

特別運営費交付金
９１０億円

（対前年度３６億円増）

一 般 運 営 費 交 付 金
９，３７１億円

（対前年度０億円増）

特殊要因運営費交付金
１，１１２億円

（対前年度▲４２億円減）

附属病院
運営費交付金
１３４億円
（対前年度
▲52億円減）

▲５８億円減

附属病院
運営費交付金
６３億円

（対前年度▲71億円減）

▲１６２億円減

特別運営費交付金
１，２５８億円

（対前年度２５８億円増）

特殊要因運営費交付金
９１６億円

（対前年度▲８３億円減）

附属病院
運営費交付金

０億円
（対前年度▲63億円減）

▲５７４億円減

一 般 運 営 費 交 付 金
８，６１８億円

（対前年度▲６８６億円減）

特別運営費交付金
１，０２７億円

（対前年度▲２３１億円減）

特殊要因運営費交付金
９６５億円

（対前年度４９億円増）

３３１億円増

一 般 運 営 費 交 付 金
９，１３１億円

（対前年度５１３億円増）

特別運営費交付金
１，０２８億円

（対前年度１億円増）

特殊要因運営費交付金
８９７億円

（対前年度▲６８億円減）

▲１７７億円減

一 般 運 営 費 交 付 金
９，０２０億円

（対前年度▲１１０億円減）
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※１．平成19年度運営費交付金予算額における「教育研究経費相当分」及び「特別教育研究経費」においては、一部組替掲記を行っている。
２．平成21年度運営費交付金予算額における「教育研究経費相当分」及び「特別教育研究経費」「特殊要因経費」においては、一部組替掲記を行っている。
３．平成23年度運営費交付金予算額における「一般運営費交付金」、「附属病院運営費交付金」及び「特別運営費交付金」においては、一部組替掲記を行っている。
４．平成24年度～平成27年度の運営費交付金予算額には、上記のほか、復興特別会計計上分がある（平成24年度：57億、平成25年度：11億円、平成26年度：7億円、平成27年度：4億円）
５．平成25、26年度予算額には、国家公務員の給与減額措置の影響による増減がある。
６．平成28年度運営費交付金予算額においては、前年度予算額からの組替掲記を行っているため、対前年度予算額との差額が一致しない。
７．平成29年度・平成30年度予算額には、国立大学法人機能強化促進費を含む。
８．令和2年度予算以降、高等教育修学支援新制度の授業料等減免分（内閣府計上）が別途計上されている。
９．令和8年度予算額（案）には、国立大学経営改革促進事業からの組替（53億円）を含む。

１０．項目毎に四捨五入を行っているため、計が一致していないものがある。

（参考）国立大学法人運営費交付金等予算額の推移（区分別）【H28～R８】

〔令和７年度運営費交付金予算額  １兆７８４億円【対前年度同額】〕

〔令和８年度運営費交付金予算額（案）  １兆９７１億円【対前年度１８８億円増（１．２％増）】〕

〔令和４年度運営費交付金予算額  １兆７８６億円【対前年度４億円減（０．０％減）】〕

〔令和５年度運営費交付金予算額  １兆７８４億円【対前年度３億円減（０．０％減）】〕

〔令和６年度運営費交付金予算額  １兆７８４億円【対前年度0億円減（０．０％減）】〕

〔令和元年度運営費交付金予算額  １兆９７１億円【対前年度同額】〕

〔令和２年度運営費交付金予算額  １兆８０７億円【対前年度１６４億円減（１．５％減）】〕

〔令和３年度運営費交付金予算額  １兆７９０億円【対前年度１６億円減（０．２％減）】〕

〔平成28年度運営費交付金予算額  １兆９４５億円【対前年度同額】〕

〔平成29年度運営費交付金等予算額  １兆９７１億円【対前年度２５億円増（０．２％増）】〕

〔平成30年度運営費交付金等予算額  １兆９７１億円【対前年度同額】〕

特殊要因運営費交付金
９２０億円

（対前年度▲３８億円減）

うち 機能強化経費
９１２億円

（対前年度▲１１６億円減）

特殊要因運営費交付金
９７３億円

（対前年度５３億円増）

うち 機能強化経費
８６１億円

（対前年度▲５１億円減）

国立大学法人機能強化
促進費８９億円

（対年度４４億円増）

25億円増

特殊要因運営費交付金
９４３億円

（対前年度▲２９億円減）

うち 機能強化経費
８４９億円

（対前年度▲１２億円減）

国立大学法人機能強化
促進費４５億円（新規）

前年度同額

特殊要因運営費交付金
９５０億円

（対前年度７億円増）

うち 機能強化経費
７０４億円

（対前年度▲１４６億円減）

前年度同額国立大学法人機能強化
促進費 ０億円【廃止】
（対年度▲８９億円減）

特殊要因運営費交付金
９４０億円

（対前年度▲１２億円減）

うち 機能強化経費
６４７億円

（対前年度▲５７億円減）

▲164億円減

特殊要因運営費交付金
８８１億円

（対前年度▲５９億円減）

うち 機能強化経費
６３７億円

（対前年度▲１０億円減）

▲16億円減

特殊要因運営費交付金
８５０億円

（対前年度▲３０億円減）

うち ミッション実現加速化経費
６６２億円

（対前年度２５億円増）

▲4億円減

特殊要因運営費交付金
８４８億円

（対前年度▲２億円減）

うち ミッション実現加速化経費
７７６億円

（対前年度１１４億円増）

▲3億円減

うち ミッション実現加速化経費
８７８億円

（対前年度１０２億円増）

▲0億円減

特殊要因運営費交付金
８４８億円

（対前年度０.３億円増）

うち ミッション実現加速化経費
９８０億円

（対前年度１０２億円増）

特殊要因運営費交付金
８４６億円

（対前年度▲２億円減）

基 幹 運 営 費 交 付 金
１０，２０５億円

（対前年度２６８億円増）

188億円増

前年度同額

令和７年度補正予算 ：４８６億円

うち運営費交付金 ：４２１億円

うち設備整備費補助金 ： ６６億円

うち ミッション実現加速化経費
１，１５７億円

（対前年度１７０億円増）

特殊要因運営費交付金
７６６億円

（対前年度▲８０億円減）

前年度同額
うち 基幹経費
９，１１４億円

（対前年度９４億円増）

うち 基幹経費
９，０９２億円

（対前年度▲２２億円減）

うち 基幹経費
９，０８９億円

（対前年度▲３億円減）

うち 基幹経費
９，３１７億円

（対前年度２２８億円増）

うち 基幹経費
９，２２０億円

（対前年度▲９７億円減）

うち 基幹経費
９，２７３億円

（対前年度５３億円増）

うち 基幹経費
８，９５７億円

（対前年度▲１００億円減）

うち 基幹経費
９，０４８億円

（対前年度９１億円増）

うち 基幹経費
９，０５７億円

（対前年度▲１００億円減）

うち 基幹経費
９，１６０億円

（対前年度▲１１４億円減）

うち 基幹経費
９，２７４億円

（対前年度１億円増）

基 幹 運 営 費 交 付 金
１０，０２６億円

（対前年度３８億円増）

基 幹 運 営 費 交 付 金
９，９５３億円

（対前年度▲７４億円減）

基 幹 運 営 費 交 付 金
９，９３８億円

（対前年度▲１５億円減）

基 幹 運 営 費 交 付 金
１０，０２０億円

（対前年度８２億円増）

基 幹 運 営 費 交 付 金
９，８６７億円

（対前年度▲１５２億円減）

基 幹 運 営 費 交 付 金
９，９１０億円

（対前年度４３億円増）

基 幹 運 営 費 交 付 金
９，９３６億円

（対前年度２６億円増）

基 幹 運 営 費 交 付 金
９，９３５億円

（対前年度▲１億円減）

基 幹 運 営 費 交 付 金
９，９３５億円

（対前年度▲０.４億円減）

基 幹 運 営 費 交 付 金
９，９３７億円

（対前年度２億円増）
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人材への影響

設備への影響

消費者物価指数が上昇する一方で交付金
予算額は横ばい（実質目減り）

運営費交付金
[億円]

消費者物価指数
（総合）

[万円]

横ばい

米国教員（9箇月給与、1ドル=150円換算）
［米国IESのWEB公開情報から集計］

国立大学法人等の教員（年度）
［国立大学法人等の給与水準の公表資料より］

約550万円の差

【A大学の例】                                  (文部科学省調べ）

（令和6年度交付金配分額 143億円）

⇒教育研究に必要な光熱費
・令和3年度実績額： 6.3億円
・令和7年度見込額：10.5億円
（令和３年度比 ＋4.2億円 【＋67%】）

光熱費高騰による費用増加海外大学と比して教員給与水準が低い

【B大学の例】 （法人化時から半減） (文部科学省調べ）

・実験系 H16：58万円 ⇒ R7 : 18万円 ▲70%程度
・非実験系 H16 : 35万円 ⇒ R7：10万円 ▲70％程度

【C大学の例】 （単年度でも大幅減額）

・実験系 R5 : 42万円 ⇒ R6 : 27万円 ▲35%程度
・非実験系 R5 : 22万円 ⇒ R6 : 14万円 ▲35%程度

教員1人あたり研究費の減少

2022年度以降の

4年間で約10%上昇

40歳未満
13,692人

40歳以上
44,724人

計 58,416

40歳未満
12,130人

40歳以上
42,599人

計 54,729
（▲3,687人 [▲6.3%]）

H29

R6

国立大学の本務教員数

(文部科学省調べ・附属病院に所属する教員は除く)

[人]

（文部科学省調べ・人件費決算額は附属病院分を除く）

[億円]

交付金予算額

の75%相当

交付金予算額

の91%相当

若手教員の減少 消費者物価指数
(2020年基準）

交付金予算額
の1割弱相当

＜稼働を止められない研究設備の例＞
生体試料凍結保存容器

各法人が保有する研究基盤設備（2億円以上）のうち
8割が法定耐用年数を超過して使用
→そのうちの大半が法定耐用年数を2倍以上超過

（文部科学省調べ）

更新先送りによる設備老朽化

＜法定耐用年数を大幅に超過した設備の例＞
研究用電源装置（1982年製）

▲1,562人（▲11%） ▲2,125人（▲4.8%）

人件費増加による財務ひっ迫

※一部大学においては、自己財源を活用して若手教員の恒常的ポストを創設
   している例がある。

近年の物価・人件費上昇等により大学が裁量的に使える財源が減少し、運営に大きな支障が生じているため、早急な支援が必要

■国立大学法人運営費交付金減少による影響
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Ｄ大学（地方・総合大学）の状況

■ 電気 ■ガス ■水道 ■重油

光熱水費の推移（附属病院除く）

Ｅ大学（地方・教員養成系大学）

（千円）（千kwh）（千円）

（百万円）
（千円）

教員1人あたり研究経費（基盤的経費由来）の推移

教員1人あたり研究経費（基盤的経費由来）の推移

49万

29万

53万

9万 9万 9万 8万
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国立大学改革の推進

教育研究設備等の整備

各大学の行動変容や経営改善に向けた努力を促すため、教育
研究活動の実績・成果等を客観的に評価し、その結果に基づく配分

   を実施（前年度から変更なし）

成果を中心とする実績状況に基づく配分

配分対象経費：1,000億円
配分率 ：75%～125%（指定国立大学法人は70％～130％）

世界の学術フロンティアを先導する大規模プロジェクト
の推進、共同利用・共同研究拠点の強化
 人類未踏の研究課題に挑み、世界の学術研究を先導する大規模

プロジェクトや、文部科学大臣が認定した共同利用・共同研究拠点
の活動等を支援

令和８年度予算額（案）
国立大学法人運営費交付金 1兆971億円（前年度予算額□1兆784億円）

※国立大学経営改革促進事業からの組替（53億円）を含む

（担当：高等教育局国立大学法人支援課）

物価・人件費の上昇等を踏まえた教育研究基盤の維持

➤ 国立大学法人運営費交付金は、各大学の安定的・継続的な教育研究活動を支える基盤的経費
➤ 令和８年度当初予算（案）において、過去最大※の増額（対前年度比188億円増）となる１兆971億円を計上
➤ 物価上昇等が継続する中においても、国立大学における基礎研究の充実、文理融合、学長による経営改革及び自己収入確保策の強化を図る取組を支援

DX化を通じた業務効率化に資する設備や、老朽化が深刻な教育研究基盤設備の
   整備等を支援

物価・人件費の上昇等が継続する中でも、各大学が優秀な人材の確保や教育研究
活動を実施するために必要な基幹経費を支援

令和７年度補正予算額 486億円

基礎研究の充実などの国立大学の機能強化
・貴重な知的資産を創造し、イノベーションの源泉となる基礎研究の充実
・社会経済課題の多様化・複雑化に対応するための文理融合の取組の推進
・共同研究の推進など自己収入確保策の強化

等の各大学の機能強化に向けた取組を支援

※平成26年度当初予算における東日本大震災による国家公務員の給与減額支給措置の終了に伴う増額を除くと、過去最大

安定的・継続的な教育研究活動の支援

「ミッション実現加速化係数」（毎年度自動的に係数をかけて各大学が財源拠出し、
   教育研究組織整備等に充当する仕組み（約100億円））を廃止

ミッション実現に向けた改革等の推進

学長による経営改革の促進

学長のリーダーシップにより、各大学のミッションを踏まえた強み・特色ある
教育研究活動を通じて、先導的な経営改革や自己収入確保策の強化
等に取り組む大学を支援

国立大学法人運営費交付金 421億円 ※設備災害復旧費（1億円）を含む

国立大学法人設備整備費補助金 66億円

【国立大学法人等の全体としてのミッション】

① 不確実な社会を切り開く世界最高水準の研究の展開と
イノベーションの牽引

② 変化する社会ニーズに応じた高度専門人材の育成

③ 地域社会を先導する人材の育成と地域産業の振興

※国立大学法人等改革基本方針（令和７年11月４日 文部科学省）より抜粋
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背景・課題

事業内容

近年の物価・人件費上昇等による裁量的財源の減少や、
教育研究設備の老朽化等により、国立大学等が、学術
及び科学技術・イノベーションを牽引するための人的・物的
基盤が危機的な状況にあるため、速やかな支援が必要。

（対応）
『「強い経済」を実現する総合経済対策』を踏まえ、優秀な人材の確保など、物価・人件費の

上昇等に各大学等が対応できるよう国立大学法人運営費交付金を措置するとともに、教育
研究設備の整備等を実施するために必要な経費を支援。

（効果）
我が国における基礎研究の振興、科学技術・イノベーション創出の活性化及びそれらを

支える次世代人材の育成を強力に推進。

（担当：高等教育局国立大学法人支援課）

（老朽設備例） 動物飼育基盤設備

・生細胞を高解像度で三次元・長時間観察し
動態解析を可能にする、先端顕微鏡装置

・導入により従来困難であった、微細な生物学的
現象の解析等を実現し、研究の高度化や

  人材育成等に寄与

・平成7年度導入（耐用超過年数16年）

・実験動物の飼育環境維持のための排気脱臭装置

・経年劣化により機能低下

[令和7年11⽉21⽇閣議決定]

「強い経済」を実現する総合経済対策

第２章 「強い日本経済実現」に向けた具体的施策

第２節 危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

５．未来に向けた投資の拡大 （１）先端科学技術の支援

物価上昇等を踏まえた国立大学法人等の基盤的経費の確保による基礎研究の支援

＜設備整備の例＞

（新規設備例） 共焦点レーザー顕微鏡

令和7年度補正予算額（案） 486億円

・国立大学法人運営費交付金 421億円
※設備災害復旧費を含む

・国立大学法人設備整備費補助金 66億円物価・人件費の上昇等を踏まえた国立大学の教育・研究基盤維持等
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